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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの導体と、少なくとも１つの絶縁体とを含む伝送線路であって、
　前記絶縁体は、押出成形により形成された熱可塑性液晶ポリマーフィルムから形成され
、この熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、フィルムの機械軸方向（以下、ＭＤ方向と略す
）とこれと直交する方向（以下、ＴＤ方向と略す）の１ＧＨｚ以上の周波数における誘電
正接の比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）が１．０２以下であり；
　前記熱可塑性液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向と、前記伝送線路の長手方向とが略同一
方向に配設されている伝送線路。
【請求項２】
　請求項１において、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの１ＧＨｚ以上の周波数における誘
電率の比（ＰＴＤ／ＰＭＤ）が１．０未満である伝送線路。
【請求項３】
　請求項１または２において、熱可塑性液晶ポリマーフィルムのＭＤ方向の破断強度とＴ
Ｄ方向の破断強度の比（ＲＭＤ／ＲＴＤ）が、１～３である伝送線路。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項において、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの分子配向度Ｓ
ＯＲが、１．０２～１．２０である伝送線路。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項において、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの平衡水分率が
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１．５％以下である伝送線路。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項において、伝送線路の長手方向と幅方向の長さの比が２倍
以上である伝送線路。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載された伝送線路において、絶縁体として用いられる
熱可塑性液晶ポリマーフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高周波帯域であっても伝送損失を低減することが可能である伝送線路、なら
びにこのような伝送線路に対して有用に用いることができる熱可塑性液晶ポリマーフィル
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ＰＣなど情報処理分野、携帯電話などの通信機器分野の発展は目覚ましく、この
ようなエレクトロニクスや通信機器に使用される周波数は、ギガヘルツの領域にシフトし
ている。しなしながら、一般にこのような高周波帯域では、伝送線路の伝送損失が大きく
なることが知られている。
【０００３】
　そこで、高周波領域での伝送時の損失を小さくして、情報処理速度、すなわち伝播速度
を向上させるため、誘電特性に優れる電気絶縁性基板材料が求められている。しかしなが
ら、配線材料の誘電特性は、材料によって固有の値が既に決まっているため、材料段階で
その誘電率や誘電損失を制御することは困難であった。
【０００４】
　このような材料段階での性質を制御するため、例えば、誘電率が１と低い空気を材料に
含ませ多孔質化し、材料の誘電特性を制御した多孔質材料が多く報告されている。多孔質
材料はその構造により分類され、例えば、小さな空孔が均一に分散したスポンジ構造、上
下のフィルム層と内部の構造体で囲まれた空間が空孔となるボイド構造がある。
【０００５】
　例えば、特許文献１（特開２０００－１５４２７３号公報）には、ポリイミド系樹脂の
乾燥ゲルからなり、みかけ密度が８００ｋｇ／ｍ３以下、平均孔径が１μｍ以下である多
孔質体が開示されている。
【０００６】
　この文献には、超臨界乾燥処理を行い、連続する微小な孔を有する多孔質体を作製でき
ることが記載され、実施例において得られた多孔質体は、空隙率が高く、ポリイミド系樹
脂のバルクと比較して比誘電率を低減できることが報告されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－１５４２７３号公報（特許請求の範囲、段落番号［００３
７］）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載された多孔質体では、気泡が存在するため、強度の点
で不十分であり、例えば、屈曲などを繰り返す可能性のある伝送線路では、気泡が破壊さ
れるだけでなく、伝送線路に求められる強度を充足できない。さらに、気泡の分布が不均
一になると配線内での静電容量が気泡の分布に応じてばらついてしまう。
【０００９】
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　また、携帯して持ち運ぶ場合、持ち運び先の環境に応じて温度・水分環境が変動する。
このような場合、多孔質体では空隙中に水分が発生する虞がある。そして、その水分によ
り絶縁体材料としての誘電率、誘電損失が大きくなってしまうため、このような多孔質体
は、絶縁体材料としての安定性を維持できない。そのため、前記多孔質体では電子機器と
しての安定性に欠けてしまい、民生用電子機器とするために求められる要求を満たすこと
は困難である。
【００１０】
　さらに、屋外設置、車載用といった過酷な環境使用状況では、高温および／または高湿
となりやすく、前記多孔質体は、このような過酷な条件での使用にも耐えられない虞があ
る。
【００１１】
　従って、本発明の目的は、強度的な面で有利であるとともに、高周波で用いられても誘
電正接が低く、伝送損失を抑制することができる伝送線路を提供することにある。
　本発明の別の目的は、誘電率および誘電特性の双方に優れる伝送線路を提供することに
ある。
【００１２】
　本発明のさらに別の目的は、温度・水分環境が変動した場合や、高温および／または高
湿条件下であっても、優れた誘電特性を示す伝送線路を提供することにある。
　本発明の他の目的は、このような優れた伝送線路に好適に使用可能である熱可塑性液晶
ポリマーフィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の発明者らは、上記目的を達成するために鋭意検討した結果、（１）従来、材料
段階において誘電特性を変化させることは困難であると認識されていたが、（２）剛直な
棒状分子鎖で構成されている液晶ポリマーフィルムでは、各棒状分子の長手方向と幅方向
のそれぞれの方向において、長手方向の分極より幅方向の分極が小さくなること、（３）
そして、フィルム内部の棒状分子の方向性により、誘電体の構成分子の熱振動による抵抗
（誘電損）を抑制でき、その結果、誘電正接をフィルムの方向によって制御することが可
能であることを見出した。
【００１４】
　そして、（４）このような液晶フィルムを伝送線路において利用すれば、誘電特性の点
で有利であるとともに、強度的な面や低吸湿性の面でも有利に使用できると考え、さらに
検討した結果、（５）棒状分子の長手方向を熱可塑性液晶ポリマーフィルムの機械軸方向
（以下、ＭＤ方向と略す）に合わせることにより、ＭＤ方向の誘電正接と、ＭＤ方向に直
交する方向（以下、ＴＤ方向と略す）の誘電正接には所定の関係が発生し、このフィルム
の方向に由来して発生する誘電特性を利用すると、伝送線路の伝送損失の改善が可能であ
ることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１５】
　すなわち、本発明は、少なくとも１つの導体と、少なくとも１つの絶縁体とを含む伝送
線路であって、
　　前記絶縁体は、熱可塑性液晶ポリマーフィルムから形成され、この熱可塑性液晶ポリ
マーフィルムは、フィルムのＭＤ方向に対するＴＤ方向の１ＧＨｚ以上の周波数における
誘電正接の比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）が１．０２以下であり；
　前記熱可塑性液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向と、前記伝送線路の長手方向とが略同一
方向に配設されている伝送線路である。
【００１６】
　前記伝送線路で用いられる熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、誘電正接だけでなく、誘
電率についてもその方向によって所定の関係が生じてもよく、たとえば、熱可塑性液晶ポ
リマーフィルムは、フィルムのＭＤ方向に対するＴＤ方向の１ＧＨｚ以上の周波数におけ
る誘電率の比（ＰＴＤ／ＰＭＤ）が１．０未満であってもよい。
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【００１７】
　さらに、前記熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、実用上の強度特性を満たす観点から、
フィルムのＭＤ方向の破断強度とＴＤ方向の破断強度の比（ＲＭＤ／ＲＴＤ）が、１～３
程度であってもよい。
【００１８】
　このような熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、分子配向度ＳＯＲが、１．０２～１．２
０程度である場合が多い。また、熱可塑性液晶ポリマーフィルムは低吸湿性であるため、
たとえば、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの平衡水分率が１．５％以下であってもよい。
【００１９】
　前記特定の誘電特性を有する熱可塑性液晶ポリマーフィルムを有効に利用する観点から
、伝送線路の長手方向と幅方向の長さの比は、たとえば２倍以上であるのが好ましい。
【００２０】
　本発明は、このような伝送線路において、絶縁体として用いられる熱可塑性液晶ポリマ
ーフィルムを包含する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の伝送線路では、絶縁体として用いられる熱可塑性液晶ポリマーフィルムの誘電
正接がフィルムのＴＤ方向とＭＤ方向で異なるため、この性質を利用して、高周波領域で
の伝送時の損失を低減することができる。さらに、絶縁体として、内部が中実である熱可
塑性液晶ポリマーフィルムを用いるため、優れた伝送特性と強度とを両立させることが可
能である。
【００２２】
　また、本発明の伝送線路では、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの比誘電率について、フ
ィルムのＭＤ方向とＴＤ方向において特定の関係を有しているため、それを利用すること
により、伝送損失だけでなく、信号伝送速度をも向上することが可能である。さらに、熱
可塑性液晶ポリマーフィルムの破断強度比についても、フィルムのＭＤ方向とＴＤ方向に
おいて特定の関係を有しているため、伝送特性に優れるとともに、フィルムの強度につい
ても実用上問題のない範囲とすることが可能である。
【００２３】
　さらに、本発明の伝送線路では、熱可塑性液晶ポリマーフィルムに由来して低吸湿性、
耐熱性、耐薬品性にも優れるとともに、誘電特性を従来の熱可塑性液晶ポリマーフィルム
よりも向上させることができ、その伝送損失を、また伝送速度を向上することができる。
【００２４】
　したがって、本発明の伝送線路は、たとえば、伝送線路の長手方向と幅方向の比が２倍
を越える細長い伝送線路として好適に利用することが可能であり、本発明で得られる熱可
塑性液晶ポリマーフィルムは、伝送線路の絶縁性基板材料として好適な材料である。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
　この発明は、添付の図面を参考にした以下の好適な実施形態の説明からより明瞭に理解
されるであろう。しかしながら、実施形態および図面は単なる図示および説明のためのも
のであり、この発明の範囲を定めるために利用されるべきでない。この発明の範囲は添付
のクレームによって定まる。
【図１】（ａ）は本発明の一実施形態に係る伝送線路を示す概略断面図であり、（ｂ）は
その概略斜視図である。
【図２】（ａ）は本発明の一実施形態に係る伝送線路を示す概略断面図であり、（ｂ）は
その概略斜視図である。
【図３】（ａ）は本発明の一実施形態に係る伝送線路を示す概略断面図であり、（ｂ）は
その概略斜視図である。
【図４】（ａ）は本発明の一実施形態に係る伝送線路を示す概略断面図であり、（ｂ）は
その概略斜視図である。
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【図５】（ａ）は本発明の一実施形態に係る伝送線路を示す概略断面図であり、（ｂ）は
その概略斜視図である。
【図６】（ａ）は本発明の実施例の伝送線路を作製する工程を説明するための概略断面図
であり、（ｂ）はこの工程により作製された伝送線路を示す概略断面図であり、（ｃ）は
伝送線路の概略斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　本発明の伝送線路は、少なくとも１つの導体と、少なくとも１つの絶縁体とを含み、前
記絶縁体は、熱可塑性液晶ポリマーフィルムで形成される。
【００２７】
（熱可塑性液晶ポリマーフィルム）
　熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、溶融成形できる液晶性ポリマーから形成され、この
熱可塑性液晶ポリマーは、溶融成形できる液晶性ポリマーであれば特にその化学的構成に
ついては特に限定されるものではないが、例えば、熱可塑性液晶ポリエステル、又はこれ
にアミド結合が導入された熱可塑性液晶ポリエステルアミドなどを挙げることができる。
【００２８】
　また熱可塑性液晶ポリマーは、芳香族ポリエステルまたは芳香族ポリエステルアミドに
、更にイミド結合、カーボネート結合、カルボジイミド結合やイソシアヌレート結合など
のイソシアネート由来の結合等が導入されたポリマーであってもよい。
【００２９】
　本発明に用いられる熱可塑性液晶ポリマーの具体例としては、以下に例示する（１）か
ら（４）に分類される化合物およびその誘導体から導かれる公知の熱可塑性液晶ポリエス
テルおよび熱可塑性液晶ポリエステルアミドを挙げることができる。ただし、光学的に異
方性の溶融相を形成し得るポリマーを形成するためには、種々の原料化合物の組合せには
適当な範囲があることは言うまでもない。
【００３０】
（１）芳香族または脂肪族ジヒドロキシ化合物（代表例は表１参照）
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【表１】

【００３１】
（２）芳香族または脂肪族ジカルボン酸（代表例は表２参照）
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【表２】

【００３２】
（３）芳香族ヒドロキシカルボン酸（代表例は表３参照）
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【表３】

【００３３】
（４）芳香族ジアミン、芳香族ヒドロキシアミンまたは芳香族アミノカルボン酸（代表例
は表４参照）
【表４】

【００３４】
　これらの原料化合物から得られる液晶ポリマーの代表例として表５および６に示す構造
単位を有する共重合体を挙げることができる。
【００３５】
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【表５】

【００３６】
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【表６】

【００３７】
　これらの共重合体のうち、ｐ―ヒドロキシ安息香酸および／または６－ヒドロシキ－２
－ナフトエ酸を少なくとも繰り返し単位として含む重合体が好ましく、特に、（ｉ）ｐ－
ヒドロキシ安息香酸と６－ヒドロシキ－２－ナフトエ酸との繰り返し単位を含む重合体、
（ｉｉ）ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロシキ－２－ナフトエ酸からなる群から
選ばれる少なくとも一種の芳香族ヒドロキシカルボン酸と、４，４’－ジヒドロキシビフ
ェニルおよびヒドロキノンからなる群から選ばれる少なくとも一種の芳香族ジオールと、
テレフタル酸、イソフタル酸および２，６－ナフタレンジカルボン酸からなる群から選ば
れる少なくとも一種の芳香族ジカルボン酸との繰り返し単位を含む重合体が好ましい。
【００３８】
　例えば、（ｉ）の重合体では、熱可塑性液晶ポリマーが、少なくともｐ－ヒドロキシ安
息香酸と６－ヒドロシキ－２－ナフトエ酸との繰り返し単位を含む場合、繰り返し単位（
Ａ）のｐ－ヒドロキシ安息香酸と、繰り返し単位（Ｂ）の６－ヒドロシキ－２－ナフトエ
酸とのモル比（Ａ）／（Ｂ）は、液晶ポリマー中、（Ａ）／（Ｂ）＝１０／９０～９０／
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１０程度であるのが望ましく、より好ましくは、（Ａ）／（Ｂ）＝５０／５０～８５／１
５程度であってもよく、さらに好ましくは、（Ａ）／（Ｂ）＝６０／４０～８０／２０程
度であってもよい。
【００３９】
　また、（ｉｉ）の重合体の場合、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロシキ－２－
ナフトエ酸からなる群から選ばれる少なくとも一種の芳香族ヒドロキシカルボン酸（Ｃ）
と、４，４’－ジヒドロキシビフェニルおよびヒドロキノンからなる群から選ばれる少な
くとも一種の芳香族ジオール（Ｄ）と、テレフタル酸、イソフタル酸および２，６－ナフ
タレンジカルボン酸からなる群から選ばれる少なくとも一種の芳香族ジカルボン酸（Ｅ）
の、液晶ポリマーにおける各繰り返し単位のモル比は、芳香族ヒドロキシカルボン酸（Ｃ
）：前記芳香族ジオール（Ｄ）：前記芳香族ジカルボン酸（Ｅ）＝３０～８０：３５～１
０：３５～１０程度であってもよく、より好ましくは、（Ｃ）：（Ｄ）：（Ｅ）＝３５～
７５：３２．５～１２．５：３２．５～１２．５程度であってもよく、さらに好ましくは
、（Ｃ）：（Ｄ）：（Ｅ）＝４０～７０：３０～１５：３０～１５程度であってもよい。
【００４０】
　また、芳香族ジカルボン酸に由来する繰り返し構造単位と芳香族ジオールに由来する繰
り返し構造単位とのモル比は、（Ｄ）／（Ｅ）＝９５／１００～１００／９５であること
が好ましい。この範囲をはずれると、重合度が上がらず機械強度が低下する傾向がある。
【００４１】
　なお、本発明にいう溶融時における光学的異方性とは、例えば試料をホットステージに
のせ、窒素雰囲気下で昇温加熱し、試料の透過光を観察することにより認定できる。
【００４２】
　熱可塑性液晶ポリマーとして好ましいものは、融点（以下、Ｍｐと称す）が２６０～３
６０℃の範囲のものであり、さらに好ましくはＭｐが２７０～３５０℃のものである。な
お、Ｍｐは示差走査熱量計（（株）島津製作所ＤＳＣ）により主吸熱ピークが現れる温度
を測定することにより求められる。
【００４３】
　前記熱可塑性液晶ポリマーには、本発明の効果を損なわない範囲内で、ポリエチレンテ
レフタレート、変性ポリエチレンテレフタレート、ポリオレフィン、ポリカーボネート、
ポリアリレート、ポリアミド、ポリフェニレンサルファイド、ポリエステルエーテルケト
ン、フッ素樹脂等の熱可塑性ポリマーを添加してもよい。
【００４４】
　本発明に使用される熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、熱可塑性液晶ポリマーを押出成
形して得られる。熱可塑性液晶ポリマーの剛直な棒状分子の方向を制御できる限り、任意
の押出成形法が適用できるが、周知のＴダイ法、ラミネート体延伸法、インフレーション
法などが工業的に有利である。特にインフレーション法やラミネート体延伸法では、フィ
ルムの機械軸方向（以下、ＭＤ方向と略す）だけでなく、これと直交する方向（以下、Ｔ
Ｄ方向と略す）にも応力が加えられ、ＭＤ方向とＴＤ方向における誘電特性を制御したフ
ィルムが得られる。
【００４５】
　押出成形では、配向を制御するために、延伸処理を伴うのが好ましく、例えば、Ｔダイ
法による押出成形では、Ｔダイから押出した溶融体シートを、フィルムの機械軸方向（以
下、ＭＤ方向と略す）だけでなく、これと直交する方向（以下、ＴＤ方向と略す）の双方
に対して同時に延伸してもよいし、またはＴダイから押出した溶融体シートを一旦ＭＤ方
向に延伸し、ついでＴＤ方向に延伸してもよい。
【００４６】
　また、インフレーション法による押出成形では、リングダイから溶融押出された円筒状
シートに対して、所定のドロー比（ＭＤ方向の延伸倍率に相当する）およびブロー比（Ｔ
Ｄ方向の延伸倍率に相当する）で延伸してもよい。
【００４７】
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　このような押出成形の延伸倍率は、ＭＤ方向の延伸倍率（またはドロー比）として、例
えば、１．０～１０程度であってもよく、好ましくは１．２～７程度、さらに好ましくは
１．３～７程度であってもよい。また、ＴＤ方向の延伸倍率（またはブロー比）として、
例えば、１．５～２０程度であってもよく、好ましくは２～１５程度、さらに好ましくは
２．５～１４程度であってもよい。
【００４８】
　そして、ＭＤ方向とＴＤ方向とのそれぞれの延伸倍率の比（ＴＤ方向／ＭＤ方向）は、
例えば、２．６以下、好ましくは０．４～２．５程度であってもよい。
【００４９】
　さらに、ダイから溶融押出する際に熱可塑性ポリマーがダイ領域で受けるダイ剪断速度
（単に、剪断速度と称する場合がある）は、製膜する厚みなどに応じて、２００秒－１以
上（例えば、２００～５０００秒－１程度）、好ましくは２１０～４０００秒－１程度か
ら選択することができる。
【００５０】
　また、必要に応じて、押出成形された原反シートに対して、公知または慣用の熱処理（
例えば、液晶ポリマーの融点（Ｍｐ）以上（例えば、Ｍｐ～Ｍｐ＋３０℃程度、好ましく
はＭｐ＋１０～Ｍｐ＋２０℃程度）で熱処理を行い、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの融
点や熱膨張係数を調整してもよい。
【００５１】
　また、熱可塑性液晶ポリマーフィルムには、押出成形した後に、必要に応じて延伸を行
ってもよい。延伸方法自体は公知であり、二軸延伸、一軸延伸のいずれを採用してもよい
が、分子配向度を制御することがより容易であることから、二軸延伸が好ましい。また、
延伸は、公知の一軸延伸機、同時二軸延伸機、逐次二軸延伸機などが使用できる。
【００５２】
（熱可塑性液晶ポリマーフィルム）
　このようにして得られた本発明の熱可塑性液晶ポリマーフィルムでは、その誘電正接が
フィルムのＭＤ方向およびＴＤ方向に応じて高度に制御されており、フィルムのＭＤ方向
とＴＤ方向の１ＧＨｚ以上（例えば、１０ＧＨｚ）、好ましくは１～３００ＧＨｚの周波
数における誘電正接（dielectric loss）の比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）が１．０２以下である
。好ましくは、前記誘電正接の比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）は、０．５０～１．０１程度、さら
に好ましくは０．５５～１．００程度であってもよい。
【００５３】
　また、熱可塑性液晶ポリマーフィルムのＭＤ方向とＴＤ方向の１ＧＨｚ以上の周波数に
おける誘電率（permittivity）の比（ＰＴＤ／ＰＭＤ）は、１．０未満であってもよく、
好ましくは０．８～０．９９程度、さらに好ましくは０．８５～０．９７程度であっても
よい。
【００５４】
　より具体的には、熱可塑性液晶ポリマーフィルムの１ＧＨｚにおけるＴＤ方向の誘電正
接は、０．００２１以下（例えば、０．０００１～０．００２１程度）、好ましくは０．
００１０～０．００２０程度であってもよい。このような誘電正接を有することにより、
低電力化や低ノイズ化が可能となる。
【００５５】
　また、熱可塑性液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向の比誘電率は、フィルムの厚みに応じ
て異なるが、例えば、１０ＧＨｚにおける熱可塑性液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向の比
誘電率は、３．２５以下（例えば、１．８～３．２３程度）、好ましくは２．５～３．２
０程度であってもよい。なお、一般的に、誘電率は、比誘電率に対して真空の誘電率（＝
８．８５５×１０－１２（F/m)）を乗じることにより算出できる。
【００５６】
　このような誘電特性を有するフィルムでは、剛直な棒状分子の方向性が制御された結果
、分子配向度を示すＳＯＲ(Segment Orientation Ratio)が、例えば、ＳＯＲ≦１．２０
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（例えば、１．０２～１．２０程度）であってもよく、好ましくは１．０５～１．１９、
さらに好ましくは１．０７～１．１９であってもよい。ここで、分子配向度ＳＯＲとは、
分子配向の度合いを与える指標をいい、従来のＭＯＲ(Molecular Orientation Ratio)と
は異なり、物体の厚さを考慮した値である。本発明で使用する熱可塑性液晶ポリマーフィ
ルムのＳＯＲは、ＭＤ方向の誘電特性を改善し且つＭＤ方向とＴＤ方向との間における機
械的性質および熱的性質のバランスが良好を考慮する必要があり、ＳＯＲは、後述する実
施例に記載された方法により測定された値を示す。
【００５７】
　本発明において使用される熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、実際の使用に耐えうる強
度を示すため、たとえば、そのＭＤ方向の破断強度とＴＤ方向の破断強度の比（ＲＭＤ／
ＲＴＤ）が、１～３程度であってもよく、好ましくは１．１～２．８程度、さらに好まし
くは１．２～２．５程度であってもよい。なお、ここでいう破断強度は、後述する実施例
に記載した方法により測定される値である。
【００５８】
　また、本発明において使用される熱可塑性液晶ポリマーフィルムは吸湿性が低く、その
平衡水分率は、例えば１．５％以下（例えば、０．０１～１．４％）、好ましくは１．３
％以下、さらに好ましくは１．０％以下であってもよい。なお、ここでいう平衡水分率は
、後述する実施例に記載した方法により測定される値である。
【００５９】
　本発明において使用される熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、任意の厚みであってもよ
く、そして、５ｍｍ以下の板状またはシート状のものをも包含する。ただし、高周波伝送
線路に使用する場合は、厚みが厚いほど伝送損失が小さくなるので、できるだけ厚みを厚
くする必要がある。しかしながら電気絶縁層として熱可塑性液晶ポリマーフィルムを単独
で用いる場合、そのフィルムの膜厚は、１０～５００μｍの範囲内にあることが好ましく
、１５～２００μｍの範囲内がより好ましい。フィルムの厚さが薄過ぎる場合には、フィ
ルムの剛性や強度が小さくなることから、フィルム膜厚１０～２００μｍの範囲のフィル
ムを積層させて任意の厚みを得る方法を使用してもよい。
【００６０】
（伝送線路）
　本発明の伝送線路は、少なくとも１つの導体と、少なくとも１つの絶縁体とを含んでお
り、上記熱可塑性液晶ポリマーフィルムを絶縁体として用いる限り、その形態は特に限定
されず、長手方向に伸びる各種伝送線路、例えば、同軸線路、ストリップ線路、マイクロ
ストリップ線路、コプレナー線路、平行線路などの公知または慣用の伝送線路とすること
が可能である。
【００６１】
　いずれの伝送線路においても、絶縁体として用いられる熱可塑性液晶ポリマーフィルム
は、そのＴＤ方向と伝送線路の長手方向とを略同一方向にするように、伝送線路において
配設されている。なお、ＴＤ方向と長手方向とが略同一方向であるとは、ＴＤ方向と長手
方向とで形成される角度が、－１０°～＋１０°の範囲（好ましくは－５°～＋５°の範
囲）にあることを意味している。
【００６２】
　伝送線路は、一般に長手方向と幅方向の長さが異なっており、本発明で用いられる液晶
ポリマーフィルムの誘電特性を有効に利用する観点から、たとえば、伝送線路の長手方向
と幅方向の長さの比が２倍以上であってもよく、好ましくは３倍以上、さらに好ましくは
５倍以上であってもよい。なお、伝送線路の長手方向と幅方向の長さの比は、実用上の観
点から２０倍以下である場合が多い。
【００６３】
　例えば、図１～図５には、各種伝送線路の概略断面図および概略斜視図が示されている
。まず、図１に示すように、長手方向に伸びる同軸線路１０の場合、その基本構造は、軸
断面が略円形である線状の内部導体１３と、その外周に同心円状に配設された絶縁体１２
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と、この絶縁体の外周に同心円状に配設された外部導体１４で構成されている。ここで、
絶縁体１２を構成する液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向は、同軸線路１０の長手方向（Ｘ
方向）と同一方向に向けられている。
【００６４】
　また、図２に示すように、ストリップ線路２０の場合、その基本構造は、軸断面が略長
方形状の絶縁体２２と、絶縁体２２の内部に配設された信号ラインとしてのストリップ状
の中心導体２３と、絶縁体２２を挟んで両側に配設された面状接地導体２４，２４で構成
されている。ここで、絶縁体２２を構成する液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向は、ストリ
ップ線路２０の長手方向（Ｘ方向）と同一方向に向けられている。
【００６５】
　また、図３に示すように、マイクロ・ストリップ線路３０の場合、その基本構造は、軸
断面が略長方形状の絶縁体３２と、その上面に配設された信号ラインとしての中心導体３
３と、その下面に配設された面状接地導体３４とで構成されている。ここで、絶縁体３２
を構成する液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向は、マイクロ・ストリップ線路３０の長手方
向（Ｘ方向）と同一方向に向けられている。
【００６６】
　さらに、図４に示すように、コプレナー線路４０の場合、その基本構造は、軸断面が略
長方形状の絶縁体４２と、その上面に配設されたストリップ状の中心導体４３と、その両
側に一定幅の間隙を介して中心導体４３と平行に配設された面状接地導体４４，４４とで
構成されている。ここで、絶縁体４２を構成する液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向は、コ
プレナー線路４０の長手方向（Ｘ方向）と同一方向に向けられている。
【００６７】
　また、図５に示すように、平行線路５０の場合、その基本構造は、軸断面が略長方形状
の絶縁体５２と、その上面に配設された複数の導体５３，５３とで構成されている。ここ
で、絶縁体５２を構成する液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向は、平行線路５０の長手方向
（Ｘ方向）と同一方向に向けられている。
【００６８】
　なお、図示はしていないが、本発明の伝送線路は、上述した基本構造に加え、例えば、
伝送線路の基本構造を覆うためのジャケットや、信号ラインと接続するための端子などを
有していてもよい。
【００６９】
　導体（または導電体）は、前記熱可塑性液晶ポリマーフィルムの一方の面に形成され、
所定のパターンの信号ラインやグラウンドプレーンラインを構成している。このような導
体の形成は、公知又は慣用の方法により行なわれ、スパッタリング法、メッキ法などを用
いてもよい。また、例えば、前記熱可塑性液晶ポリマーフィルムに対して、導体シートを
熱圧着などの公知又は慣用の方法により貼り付けた後、感光性レジスト処理、露光、エッ
チング加工を経て、所定のパターンの信号ラインやグラウンドプレーンラインを、熱可塑
性液晶ポリマーフィルムの一方の面に形成してもよい。
【００７０】
　なお、導体としては、電気的接続に使用されるような金属が好適であり、銅のほか金、
銀、ニッケル、アルミニウムなどを挙げることができる。銅箔は圧延法、電気分解法など
によって製造される何れのものでも用いることができるが、表面粗さの大きい電気分解法
によって製造されるものが好ましい。金属箔には、銅箔に対して通常施される酸洗浄など
の化学的処理が施されていてもよい。これらの金属のうち、銅が好ましく用いられる。
【００７１】
　導体（または導電体）の厚さは、伝送線路の種類や、伝送線路内部での役割に応じて適
宜設定することが可能であるが、例えば、１～１００μｍの範囲内であってもよく、５～
５０μｍの範囲内が好ましく、１０～３５μｍの範囲内がより好ましい。
【００７２】
　本発明の伝送線路は、このように優れた誘電特性を有するため、同軸ケーブル、ストリ
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ップラインなどの各種電気伝送線路として有効に利用することができ、特に、使用の際に
耐屈曲性や低吸湿性が求められる伝送線路として、好適に用いることができる。
【実施例】
【００７３】
　以下、実施例により本発明をより詳細に説明するが、本発明は本実施例により何ら限定
されるものではない。なお、以下の実施例及び比較例においては、下記の方法により各種
物性を測定した。
【００７４】
［融点］
　示差走査熱量計を用いて、フィルムの熱挙動を観察して得た。つまり、供試フィルムを
２０℃／分の速度で昇温して完全に溶融させた後、溶融物を５０℃／分の速度で５０℃ま
で急冷し、再び２０℃／分の速度で昇温した時に現れる吸熱ピークの位置を、フィルムの
融点として記録した。
【００７５】
［膜厚］
　膜厚は、デジタル厚み計（株式会社ミツトヨ製）を用い、選られたフィルムをＴＤ方向
に１ｃｍ間隔で測定し、中心部および端部から任意に選んだ１０点の平均値を膜厚とした
。
【００７６】
［力学物性測定］
　ＡＳＴＭ　Ｄ８８２に準じて力学物性測定装置（ORIENTEC　RTE-1210）を使用してフィ
ルム破断強度を測定した。なお、破断強度比の定義：ＭＤ破断強度／ＴＤ破断強度である
。
【００７７】
［平衡水分率　％］
　ＪＩＳ　Ｌ１０１３に準拠し、試料を１２０℃の雰囲気中で絶乾した後、温度２０℃か
つ相対湿度６５％ＲＨにおいて７２時間調整し、絶乾状態での試料の質量に対する試料中
に含まれる水分率を算出し、これを百分率（％）にて表した。
【００７８】
［誘電特性］
　誘電率測定は周波数１０ＧＨｚで共振摂動法により実施した。ネットワークアナライザ
（Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ社製「Ｅ８３６２Ｂ」）に１ＧＨｚの空洞共振
器（（株）関東電子応用開発）を接続し、空洞共振器に微小な材料（幅：２．７ｍｍ×長
さ：４５ｍｍ）を挿入し、温度２０℃、湿度６５％ＲＨ環境下、９６時間の挿入前後の共
振周波数の変化から材料の誘電率および誘電損失を測定した。
【００７９】
　なお、誘電率比（ＰＴＤ／ＰＭＤ）の定義：ＴＤ方向の誘電率／ＭＤ方向の誘電率であ
り、誘電正接比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）の定義：ＴＤ方向の誘電正接／ＭＤ方向の誘電正接で
ある。
【００８０】
［分子配向度（ＳＯＲ）］
　マイクロ波分子配向度測定機において、液晶ポリマーフィルムを、マイクロ波の進行方
向にフィルム面が垂直になるように、マイクロ波共振導波管中に挿入し、該フィルムを透
過したマイクロ波の電場強度（マイクロ波透過強度）が測定される。
【００８１】
　そして、この測定値に基づいて、次式により、ｍ値（屈折率と称する）が算出される。
　ｍ＝（Ｚｏ／△ｚ） Ｘ ［１－νmax／νｏ］
【００８２】
　ただし、Ｚｏは装置定数、△ｚ は物体の平均厚、νmaxはマイクロ波の振動数を変化さ
せたとき、最大のマイクロ波透過強度を与える振動数、νｏは平均厚ゼロのとき（すなわ
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ち物体がないとき）の最大マイクロ波透過強度を与える振動数である。
【００８３】
　次に、マイクロ波の振動方向に対する物体の回転角が０°のとき、つまり、マイクロ波
の振動方向と、物体の分子が最もよく配向されている方向であって、最小マイクロ波透過
強度を与える方向とが合致しているときのｍ値をｍ0、回転角が９０°のときのｍ値をｍ

９０として、分子配向度ＳＯＲがｍ0／ ｍ９０により算出される。
【００８４】
［特性インピーダンス］
　特性インピーダンス測定器（アジレント・テクノロジー（株）製、８６１００Ｃ／５４
７５４Ａ）を使用し、１０ＧＨｚの周波数で測定を行なった。
【００８５】
［伝送損失］
　ベクトル・ネットワークアナライザ（アジレント・テクノロジー（株）製、ＨＰ８７５
３Ｄ）を使用し、温度２０℃、湿度６５％ＲＨ環境下、３～１０ＧＨｚの周波数の範囲に
おいて伝送損失を測定した。
【００８６】
（実施例１）
（１）熱可塑性液晶ポリマーフィルムの作製
　ｐ－ヒドロキシ安息香酸と６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸の共重合物（モル比：７３
／２７）で、融点が２８０℃である熱可塑性液晶ポリマーを単軸押出機で加熱混練し、ダ
イ直径３３．５ｍｍ、ダイスリット間隔９５０μｍの環状インフレーションダイから、ダ
イ剪断速度５００秒－１で溶融押出して、縦の延伸比（Ｄｒ）２．９、横の延伸比（Ｂｌ
）６．２の条件で、融点２８０℃、膜厚１００μｍ、ＳＯＲ１．０７、平衡水分率０．０
４％、誘電正接比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）１．００のフィルムを得た。
【００８７】
（２）ストリップ線路の作製
　（１）で得られた熱可塑性液晶ポリマーフィルム１と、幅１００μｍ、厚み１２μｍの
中心導体３とを使用して、長さ１５０ｍｍ、幅０．１ｍｍのストリップ線路を以下に述べ
る方法で作製した。なお、絶縁層の厚みと誘電率から特性インピーダンス（Ｚ０）が５０
±２Ωになるように配線幅を設計した。
【００８８】
　具体的には、まず、図６（ａ）に示すように、２枚の熱可塑性液晶ポリマーフィルム１
，１について、それぞれのフィルムのＴＤ方向がストリップ線路の長手方向となるように
位置あわせをし、中心導体（信号ラインとしての導体）３を、中心導体３の長手方向がス
トリップ線路の長手方向と一致するようにして前記熱可塑性液晶ポリマーフィルム１，１
で上下に挟み、さらにこれらの熱可塑性液晶ポリマーフィルム１，１の外側にグラウンド
プレーンとしての面状接地導体４，４を配設して、組立体を作製した。
【００８９】
　ついで、この組立体を熱プレス装置の金属プレート５，５の間に入れ、金属プレートの
表面温度２６０度、面圧４ＭＰａの条件で熱圧着させ、（ｂ）に示すストリップ線路を作
製した。このストリップ線路は、軸断面が略長方形状の線状の絶縁体２と、絶縁体２の内
部に配設された信号ラインとしてのストリップ状の中心導体３と、絶縁体２を挟んで両側
に配設された面状接地導体４，４で構成されている。ここで、（ｃ）に示すように、絶縁
体２を構成する液晶ポリマーフィルムのＴＤ方向は、ストリップ線路の長手方向（Ｘ方向
）に向けられている。
【００９０】
（実施例２）
　熱可塑性液晶ポリマーフィルムを、以下のフィルムで形成する以外は、実施例１と同様
にしてストリップ線路を作製した。すなわち、実施例１と同様の熱可塑性液晶ポリマーを
単軸押出機で加熱混練し、ダイ直径３３．５ｍｍ、ダイスリット間隔９００μｍの環状イ
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）７．９、横の延伸比（Ｂｌ）４．７の条件で、融点２８０℃、膜厚１００μｍ、ＳＯＲ
１．１２、平衡水分率０．０４％、誘電正接比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）０．９１のフィルムを
得た。
【００９１】
（実施例３）
　熱可塑性液晶ポリマーフィルムを、以下のフィルムで形成する以外は、実施例１と同様
にしてストリップ線路を作製した。すなわち、実施例１と同様の熱可塑性液晶ポリマーを
単軸押出機で加熱混練し、ダイ直径３３．５ｍｍ、ダイスリット間隔９００μｍの環状イ
ンフレーションダイから、ダイ剪断速度５００秒－１で溶融押出して、縦の延伸比（Ｄｒ
）５．２、横の延伸比（Ｂｌ）３．３の条件で、融点２８０℃、膜厚１００μｍ、ＳＯＲ
１．１８、平衡水分率０．０４％、誘電正接比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）０．７７のフィルムを
得た。
【００９２】
（比較例１）
　熱可塑性液晶ポリマーフィルムを、以下のフィルムで形成する以外は、実施例１と同様
にしてストリップ線路を作製した。すなわち、実施例１と同様の熱可塑性液晶ポリマーを
単軸押出機で加熱混練し、ダイ直径３３．５ｍｍ、ダイスリット間隔７００μｍの環状イ
ンフレーションダイから、ダイ剪断速度７００秒－１で溶融押出して、縦の延伸比（Ｄｒ
）２．２、横の延伸比（Ｂｌ）６．２の条件で、融点２８０℃、膜厚１００μｍ、ＳＯＲ
１．０１、平衡水分率０．０４％、誘電正接比（ＤＴＤ／ＤＭＤ）１．０３のフィルムを
得た。
【００９３】
　得られたフィルムの物性およびストリップ線路の物性を、それぞれ表７および表８に示
す。
【００９４】
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【００９５】
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【表８】

【００９６】
　表７に示すように、実施例１～３の熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、ＴＤ方向の誘電
正接がＭＤ方向の誘電正接よりも低く、また、比誘電率についても、ＴＤ方向の比誘電率
がＭＤ方向の比誘電率よりも低くすることができる。
【００９７】
　このように、熱可塑性液晶ポリマーフィルムでは、誘電特性については異方性が発生し
ているが、それぞれの方向における破断強度は、実用上問題のない範囲であり、ＭＤ方向
とＴＤ方向の間で発生する比も３倍以内に収まっている。また、平衡水分率も低い値であ
るため、吸湿性が低い。
【００９８】
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　さらに、表８に示すように、このような液晶ポリマーフィルムの誘電正接の特性を利用
して得られた伝送線路については、その伝送損失を低い値に抑えることが可能である。ま
た、伝送速度は、真空中の光速を、誘電体の比誘電率の平方根で除することにより算出可
能であるため、液晶ポリマーフィルムの誘電率の低減に伴って、その速度を向上できるこ
とがわかる。
【００９９】
　一方、比較例１の熱可塑性液晶ポリマーフィルムは、ＴＤ方向の誘電正接がＭＤ方向の
誘電正接よりも高く、その結果、この液晶ポリマーフィルムを用いた伝送線路については
、その伝送損失を低い値に抑えることができない。また、比誘電率についても、ＴＤ方向
の比誘電率がＭＤ方向の比誘電率と同程度であるため、フィルムのＴＤ方向を伝送線路の
長手方向と一致させても、その伝送速度を向上させることはできない。
【産業上の利用可能性】
【０１００】
　本発明の伝送線路は、電気・電子製品の伝送線路材料として利用することが可能であり
、特に、強度、低吸湿性、耐薬品性に優れているため、携帯電話、コンピュータなどの携
帯用途の電気・電子製品へ用いるための伝送線路として、または、屋外用途の電気・電子
製品へ用いるための伝送線路として、有効に利用することができる。
【０１０１】
　以上のとおり、本発明の好適な実施形態を説明したが、本発明の趣旨を逸脱しない範囲
で、種々の追加、変更または削除が可能であり、そのようなものも本発明の範囲内に含ま
れる。
【符号の説明】
【０１０２】
１…熱可塑性液晶ポリマーフィルム
２，１２，２２，３２，４２，５２…絶縁体
３，２３，３３，４３…中心導体
４，２４，３４，４４…面状接地導体
５…金属プレート
１０…同軸線路
１３…内部導体
１４…外部導体
２０…ストリップ線路
３０…マイクロ・ストリップ線路
４０…コプレナー線路
５０…平行線路
５３…導体
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